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定住自立圏の形成に関する協定の全部を変更する協定書  

 

美濃加茂市（以下「甲」という。）と東白川村（以下「乙」という。）は、令和３年４月１日

付けで締結した定住自立圏の形成に関する協定について、次のとおり全部を変更する

協定を締結する。 

 

（目的）  

第１条  この協定は、中心市宣言（定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日総

行応第３９号総務事務次官通知）第４の規定によるもの。）を行った甲と、甲が行った

中心市宣言に賛同した乙との間において、「集約とネットワーク」の考え方に基づき、

必要な都市機能を集約的に整備するとともに、生活機能を確保し、分権型社会にふさ

わしい、安定した社会空間を創り出すことに関して、必要な事項を定めることを目的と

する。 

 

（基本方針）  

第２条  甲及び乙は、前条に規定する目的を達成するために定住自立圏を形成し、次

条に規定する様々な政策分野において、連携し、また相互に役割を分担して、それぞ

れの地域資源を最大限に活用するとともに、その価値を高めていくこととする。  

 

（連携する具体的事項及び役割分担）  

第３条  甲及び乙が連携を図る政策分野は、次の（ア）から（ウ）までに掲げるものとする。

また、その取組の内容と当該取組における甲及び乙の役割は、それぞれａからｃまでに

規定するものとする。 

 

（ア）生活機能の強化に係る政策分野  

 

【医療】  

・広域救急医療体制の充実  

ａ  取組の内容  

圏域における救急医療体制を確保するため、病院と診療所の役割分担と連

携及び一次救急と二次・三次救急医療体制の連携など、圏域住民が安心し



 

て医療を受けられる体制の維持に努める。  

ｂ  甲の役割  

（ａ ）地域医療を安定して確保するため、住民に対し、地域医療に関する普及、  

啓発を行う。 

（ｂ）関係機関と協議をしながら、持続可能な休日診療の体制を構築する。  

ｃ  乙の役割  

地域医療を安定して確保するため、住民に対し、地域医療に関する普及、啓

発を行う。 

 

・子どもの疾病の早期発見体制の整備   

ａ  取組の内容  

疾病の早期発見のため、圏域内の児童生徒が同水準の検査を受診すること

ができる環境を構築する。 

ｂ  甲の役割  

（ａ）検査機関と契約し学校検尿を実施する。  

（ｂ）学校検尿判定委員会を開催し、検査結果に対して医師による受診要否  

の判定を実施する。 

ｃ  乙の役割  

学校検尿を実施し、結果を検査機関に提出する。  

 

・歯科健診受診率と口腔保健への意識を向上   

ａ  取組の内容  

歯と口腔への意識を高め、適切なケア・治療、定期的に歯科健診を受診する

人を増やすため、受診勧奨及び啓発活動を行い、歯科健診受診率と口腔保

健への意識を向上させる。特に、これまでに歯科健診を受けていない人や不

定期受診者の歯科保健への関心を高めて健診につなげられるように努める。

健診体制をできる限り圏域市町村で統一し、歯科医療機関の対応負担を減

らし、市町村事務の効率化を図る。  

ｂ  甲の役割  

（ａ）歯科健診を実施する。  

（ｂ）啓発物（チラシやポスター）の作成と配布、イベントや講演会などでの啓発  



 

を行う。 

（ｃ）健診実施方法や医療機関委託関係事務書類をできるだけ統一する。  

ｃ  乙の役割  

（ａ）歯科健診を実施する。  

（ｂ）啓発物（チラシやポスター）の作成と配布、イベントや講演会などでの啓発  

を行う。 

（ｃ）健診実施方法や医療機関委託関係事務書類をできるだけ統一する。  

 

・圏域医療を担う医療従事者の確保  

ａ  取組の内容  

定住自立圏域内の医療機関への就業を促進することで、医療体制の維持を

図る。 

ｂ  甲の役割  

（ａ）学生が適切な時期に情報を受け取れるよう、周知を行う。  

（ｂ）修学資金の貸与、返還の管理を行う。  

ｃ  乙の役割  

学生が適切な時期に情報を受け取れるよう、周知を行う。  

 

【福祉】  

・幼児療育支援の質の向上   

ａ  取組の内容  

多種多様な障がい及び支援を必要とする児の療育ニーズに対応するため、研

修会等を実施し、療育者等の質の向上を図る。 

また、各地域に専門職を派遣することで、地域別の療育ニーズの整備を図る。  

ｂ  甲の役割  

療育者等の質の向上を図るための研修を実施すると共に、各地域が必要とす

る専門職の調整・派遣を行う。  

ｃ  乙の役割  

療育者等の質の向上を図るための研修を実施する。  

 

 



 

・介護保険の要介護認定等に係る審査の充実  

ａ  取組の内容  

圏域の医療・保健・福祉の専門家からなる認定審査会を共同で行うことにより、

審査判定の公平性・効率性の向上を図る。  

ｂ  甲の役割  

介護認定審査会事務局及び障がい者自立支援認定審査会事務局を設置・

運営し、認定審査会資料作成・審査会開催・審査結果の通知等を行う。  

また、各保険者の介護保険担当及び認定調査員に対して、研修会の開催や

注意事項の周知を行い、認定調査資料の質の向上を図る。  

ｃ  乙の役割  

介護認定審査会及び障がい者自立支援認定審査会の審査件数に応じた費

用負担及び、介護認定審査会へ職員派遣を行い、共同で事務を行う。  

 

【教育】  

・生涯学習機会の充実   

ａ  取組の内容  

生涯にわたる学習機会の提供や学習活動の情報提供を通じた地域における

学習環境の整備を促進する。 

ｂ  甲の役割  

多くの圏域住民に生涯学習の機会が提供できるよう住民企画講座の開講を

計画する。また、受講者アンケートにより満足度を検証し、圏域住民のニーズ

や現代の課題にあった講座の開講に取り組む。  

ｃ  乙の役割  

多くの圏域住民に生涯学習の機会が提供できるよう住民企画講座の開講を

計画する。また、受講者アンケートにより満足度を検証し、圏域住民のニーズ

や現代の課題にあった講座の開講に取り組む。  

 

【環境】  

・自然環境及び生物多様性保全の推進   

ａ  取組の内容  

圏域住民、民間企業、研究機関、関係団体等多様な主体との連携のもと、圏



 

域全体で「生物多様性加茂プラン」に基づき圏域内の生物多様性を保全す

る活動を行う。また、活動を通して地域の魅力の再発見や文化の継承、地域

間交流の活性化を図り、圏域の生物多様性の豊かさについて圏域内外に発

信していく。圏域河川の水質保全や自然環境の保護活動についても広域的

に実施する。 

ｂ  甲の役割  

圏域住民や関係機関と連携し、生物多様性を保全する活動を行うとともに、

圏内外に情報発信を行う。圏域を流れる河川の水質保全対策を行うとともに、

自然保護活動を推進する。また、圏域住民や民間企業等が行う、環境に関わ

る活動を支援する。 

ｃ  乙の役割  

圏域住民や関係機関と連携し、生物多様性を保全する活動を行うとともに、

圏内外に情報発信を行う。圏域を流れる河川の水質保全対策を行うとともに、

自然保護活動を推進する。また、圏域住民や民間企業等が行う、環境に関わ

る活動を支援する。 

 

【防災】  

・圏域防災体制の充実   

ａ  取組の内容  

圏域の防災力の向上を図るため、圏域住民の防災意識の向上、災害に対応

できる職員の技術向上の体制を整備する。また、災害時に情報を入手する手

段の一つとして、地域情報発信媒体であるコミュニティＦＭを日常的に利用で

きる環境の整備、自治体の情報番組を企画運営する。  

ｂ  甲の役割  

防災体制の充実に向け、中心的な役割を担う。また、コミュニティ FM を活用

し、災害時は圏域内の被害状況や避難情報などの情報共有を図るとともに、

広域連携による行政情報等の情報発信を推進する。  

ｃ  乙の役割  

圏域の防災体制の充実に取組む。また、コミュニティ FM を活用し、災害時は

圏域内の被害状況や避難情報などの情報共有を図るとともに、広域連携によ

る行政情報等の情報発信を推進する。  



 

（イ）結びつきやネットワークの強化  

 

【地域公共交通】  

・圏域公共交通の整備  

ａ  取組の内容  

圏域内を便利に移動できる公共交通網を整備する。  

ｂ  甲の役割  

圏域内公共交通を維持・確保するとともに、圏域公共交通網の整備において、

中心的な役割を担う。 

ｃ  乙の役割  

圏域内公共交通を維持・確保するとともに、圏域公共交通網の整備に向けた

各種事業に取組む。 

 

【地域内外の住民との交流・移住促進】  

・里山人材の育成   

ａ  取組の内容  

里山文化の住民理解の促進及び里山地域の関係人口創出を図る。  

ｂ  甲の役割  

地域の里山資源を生かした人材育成に関する取組を行う。 

ｃ  乙の役割  

地域の里山資源を生かした人材育成に関する取組を行う。 

 

（ウ）資源制約に対応するための圏域マネジメント等に係る政策分野  

 

【圏域内市町村職員等の交流】  

・デジタル環境の整備   

ａ  取組の内容  

定住圏域のデジタルに対する理解及び活用度を底上げする。  

ｂ  甲の役割  

様々な分野において、デジタルを活用した業務効率化、住民サービスに関す

る協議を行い、導入を検討する。  



 

ｃ  乙の役割  

甲が共有する知識や情報をインプットし、様々な分野において、デジタルを活

用した業務効率化、住民サービスに関する協議を行い、導入を検討する。  

 

・定住自立圏構想推進に係る会議の設置   

ａ  取組の内容  

定住自立圏構想で取組む事業の進捗状況や今後の展望について研究・検

討を行う会議を設置し、事業の積極的な推進を図る。  

ｂ  甲の役割  

事業に関する情報収集を行い、関係者との調整を図る会議を開催する。  

ｃ  乙の役割  

事業に関する情報収集を行い、関係者との調整を図る会議を開催する。  

 

（事務執行にあたっての連携、協力及び費用負担）  

第４条  前条に規定する取組を推進するため、甲及び乙は、相互に役割を分担して連携

し、又は協力して事務の執行にあたるものとする。  

２  前条に規定する取組を推進するため、甲及び乙は、必要な経費が生じるときは、相互

の受益の程度を勘案し、当該費用を負担するものとする。  

３  第１項の規定により必要となる手続き及び人員の確保に係る負担並びに前条に規定

する費用の負担については、その都度甲及び乙が協議して別に定めるものとする。  

 

（協定の変更）  

第５条  この協定の規定を変更しようとする場合は、甲及び乙が協議の上これを定めるも

のとする。この場合において、甲及び乙は、あらかじめ議会の議決を経ることとする。  

 

（協定の廃止）  

第６条  甲又は乙は、この協定を廃止しようとする場合は、あらかじめ議会の議決を経た

上でその旨を他方に通知するものとする。  

２  前項の通告は、書面によって行い、議会の議決書の写しを添付するものとする。  

３  この協定は、第１項の規定による通告があった日から起算して２年を経過した日にそ

の効力を失う。 



 

（疑義の解決）  

第７条  この協定に関し疑義が生じた場合は、甲及び乙が協議して定めるものとする。  

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、そ

れぞれ各１通を保有する。 

 

 

令和８年４月１日  

 

        甲  美濃加茂市太田町３４３１番地１  

 

           美濃加茂市  

 

                  美濃加茂市長    藤井  浩人  

 

        乙  加茂郡東白川村神土５４８番地  

 

           東白川村  

 

                  東白川村長     今井  俊郎  


